
 

報
告
３

     

市
立
幼
稚
園
耐
震
対
策

基
本
方
針

　

平
成
27
年
度
ま
で
に
耐
震

対
策
を
完
了
す
る
た
め
基
本

方
針
を
定
め
た
。

　

耐
震
対
策
の
必
要
な
園
は

７
園
で
、
小
学
校
の
余
裕
教

室
を
園
舎
と
し
て
活
用
す
る

の
は
４
園
、
小
学
校
敷
地
内

に
新
た
な
園
舎
の
建
設
を
行

う
の
は
２
園
、
耐
震
補
強
を

行
う
の
は
１
園
と
し
た
。

 

報
告
４

     

財
政
状
況
と
今
後
の 

見
通
し

　

間
も
な
く
合
併
か
ら
10
年

を
迎
え
、
近
い
将
来
、
合
併

に
伴
う
財
政
上
の
優
遇
措
置

の
終
了
を
迎
え
る
。

　

ま
た
、
加
速
す
る
少
子
高

齢
化
や
土
木
イ
ン
フ
ラ
を
含

め
公
共
施
設
の
更
新
時
期
を

一
斉
に
迎
え
る
問
題
な
ど
、

財
政
面
に
大
き
な
影
響
を
も

た
ら
す
課
題
に
も
直
面
し
て

い
る
。

　

現
在
の
深
谷
市
に
お
け
る

財
政
状
況
と
、
今
後
の
財
政

見
通
し
（
歳
入
・
歳
出
の
見

込
み
）
の
報
告
で
あ
る
。

　

歳
入
・
歳
出
見
込
み
に
つ

い
て
は
、
新
市
建
設
計
画
の

変
更
に
伴
う
財
政
計
画（
案
）

と
し
て
現
在
埼
玉
県
と
事
前

協
議
中
で
あ
り
、
新
市
建
設

計
画
の
変
更
に
つ
い
て
は
、

平
成
26
年
市
議
会
第
４
回
定

例
会
に
議
案
と
し
て
上
程
の

予
定
で
あ
る
。

18

〈
議
会
あ
れ
こ
れ
「
議
員
全
員
協
議
会
っ
て
な
ぁ
に
？
」・
・
・
議
決
案
件
で
は
な
い
が
、
行
政
運
営
上
重
要
な
件
に
対
し
て
議
長
が
招
集
し
市
側
が
報
告
す
る
会
議
の
こ
と
で
す
。〉

議員全員協議会

19

〈
ふ
か
や
市
議
会
だ
よ
り
は
、
点
字
版
と
テ
ー
プ
・
Ｃ
Ｄ
版
も
発
行
し
て
い
ま
す
。
送
付
を
希
望
さ
れ
る
方
は
市
社
会
福
祉
協
議
会
（
Ｔ
Ｅ
Ｌ　

５
７
３
ー
６
５
６
３
）
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。〉

行政視察・主な行事

視
察
先
　
神
奈
川
県
秦
野
市

視
察
事
項
　‌‌

公
共
施
設
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
に
つ
い
て

　

秦
野
市
は
人
口
16
万
９
千

人
で
自
主
財
源
比
率
が
62
％
、

深
谷
市
の
52
％
と
比
べ
て
財

政
は
健
全
で
す
。
現
在
全
国

的
に
注
目
さ
れ
て
い
る
担
当

課
長
は
、
自
治
体
が
抱
え
る

問
題
点
、「
公
共
施
設
の
再

配
置
」
の
必
要
性
を
指
摘
し

ま
し
た
。

　

深
谷
市
も
今
後
40
年
間
に

掛
か
る
費
用
が
１
４
５
０
億

円
、
年
平
均
36
・
４
億
円

（
公
共
施
設
白
書
）
と
の
試

算
が
さ
れ
、
今
後
の
対
策
が

必
要
不
可
欠
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

秦
野
市
で
は
基
本
方
針
を

次
の
よ
う
に
定
め
て
い
ま
す
。

　

８
月
12
日
に
寄
居
町
と
会

議
録
セ
ン
タ
ー
へ
視
察
及
び

研
修
に
行
き
ま
し
た
。

　

会
議
録
セ
ン
タ
ー
で
は
、

見
開
き
ペ
ー
ジ
の
見
出
し
の

つ
け
方
や
、
写
真
の
配
置
に

つ
い
て
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を

受
け
ま
し
た
。
す
で
に
発
行

さ
れ
た
ふ
か
や
市
議
会
だ
よ

り
34
号
が
、
見
出
し
や
写
真

の
選
定
で
大
き
く
変
わ
る
様

子
を
実
感
し
ま
し
た
。

①　

新
規
の
公
共
施
設
（
ハ

コ
モ
ノ
）
は
建
設
し
な
い

②　

更
新
は
優
先
順
位
を
付

け
た
う
え
で
大
幅
に
圧
縮

③　

優
先
度
の
低
い
ハ
コ
モ

ノ
は
す
べ
て
統
廃
合
の
対
象

④　

一
つ
の
部
署
で
一
元
的

に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
行
う

　

こ
う
し
た
方
針
に
基
づ
く

公
共
施
設
再
編
へ
の
力
強
い

姿
勢
を
学
び
、
深
谷
市
も
、

執
行
部
、
議
会
、
職
員
、
さ

ら
に
市
民
の
皆
さ
ん
が
、
共

通
の
意
識
を
も
っ
て
健
全
財

政
を
維
持
す
る
た
め
「
か
く

あ
ら
ね
ば
な
ら
ぬ
」
途
へ
と

進
ま
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

議
員
全
員
協
議
会

行
政
視
察

　

９
月
議
会
の
初
日
と
最
終
日
に
、
行
政
運
営
上
重
要
な
事
項

に
つ
い
て
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。
主
な
内
容
を
掲
載
し
ま
す
。

　

８
月
19
日
・
20
日
「
議
員
ク
ラ
ブ
」
で
視
察
に
行
き
ま
し
た
。

　

主
な
調
査
事
項
を
報
告
し
ま
す
。

今後のスケジュール（予定）    

小学校校舎内
へ移転する
幼稚園

新たな園舎を
建設する
幼稚園

事業年度 平成26年度 平成27年度
４月 ９月 １月10月

平成27年９月
保育開始教室改修工事等 平成27年９月
保育開始

平成28年１月
保育開始新園舎建設工事設計 平成28年１月
保育開始新園舎建設工事設計

教室改修工事等

財政計画（案）（県と事前協議中）
■平成28年度以降は、地方交付税の合併算定替えの増
額分の減少などによる歳入減を見据え、増加傾向にあ
る歳出の抑制に積極的に取り組む。

今後の行財政運営について
■歳入・歳出の均衡を保ちつつ、後年度における健全な
行財政運営を継続するため、中長期的な視野に立ち、
歳入の確保、歳出の縮減を図る。
■歳入の確保
　◆市有財産の有効活用
　◆地域経済の活性化
　◆収納対策の強化など
■歳出の縮減
　◆事業の選択、見直し
　◆公共施設の適正配置
　◆受益と負担の適正化
　◆民間委託など業務の外部化の推進など

収支見込み（現状）
■収支見込みでは、平成30年度に財政調整基金が枯渇し、
31年度で形式収支及び実質収支が赤字に転落する。
■平成31年度は実質赤字額が基準を超えるため、地方
債の起債制限を受ける「起債許可団体」となる。
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収支見込み（現状）

形式収支・実質収支
赤字

億円

財政調整基金
残高「０」
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H26　　　　H27　　　　H28　　　　H29　　　　H30　　　　H31　　　　H32

形式収支 実質収支 財政調整基金

年度

公明党行政視察  ～ 17 日
●新潟県新潟市
●群馬県前橋市
アグリパーク整備事業の概要と教育
ファームの取組について
前橋ＩＣＴしるくプロジェクトの概要
について
ペイジー導入の概要と現状について

深谷みらい会、深谷同志会行政視察
～ 31日

●北海道池田町
●北海道音更町
●北海道清水町
子ども夢事業について
産業振興支援補助事業について
「寛而約」の書の閲覧について

16

29

水

火

日 曜 行　事　内　容 日 曜 行　事　内　容 日 曜 行　事　内　容
深谷みらい会行政視察  ～６日
●岡山県岡山市
全国市議会議長会研究フォーラム

深政クラブ行政視察  ～８日
●岡山県岡山市
●山口県周南市
●兵庫県宝塚市
全国市議会議長会研究フォーラム
回天記念館管理運営について
公用施設の再配置に向けた取り組みについて
「宝塚市きずなづくり推進事業補助金」交付事業について

深和会行政視察  ～８日
●北海道網走市
●北海道知床財団
市民協働の美しい街並み、景観づくりについて
知床財団設立の経緯とボランティアの活用について
世界自然遺産活用について

議会だより行政視察

議員クラブ行政視察  ～ 20 日

議会運営委員会

5

6

12

19

25

火

水

火

火

月

議会開会、議案説明

議案質疑

福祉文教委員会

環境都市委員会

総務委員会

市民産業委員会

決算特別委員会

決算特別委員会

一般質問

一般質問

一般質問

議会閉会

1

5

9

10

11

12

16

17

22

24

25

29

月

金

火

水

木

金

火

水

月

水

木

月

●主な行事（平成 26年７月～９月）
7月 8月 9月
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国
民
健
康
保
険
税
の
税

率
等
の
改
正
に
つ
い
て

　

国
民
皆
保
険
制
度
の
基
盤

で
あ
る
国
民
健
康
保
険
制
度

を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
、

国
民
健
康
保
険
税
の
適
正
化

に
つ
い
て
深
谷
市
国
民
健
康

保
険
運
営
協
議
会
へ
検
討
を

諮
問
し
た
。
そ
れ
に
つ
い
て

今
回
答
申
が
出
た
。

 

報
告
１

     「
新
庁
舎
整
備
の
基
本
的

な
考
え
方
」
に
つ
い
て

　

耐
震
性
が
不
足
状
態
に
あ

る
本
庁
舎
で
は
、
想
定
さ
れ

る
大
規
模
地
震
の
際
に
、
防

災
拠
点
の
機
能
が
果
た
せ
な

い
状
況
に
あ
る
。
加
え
て
、

老
朽
化
、
狭
あ
い
化
、
分
散

化
に
よ
る
市
民
サ
ー
ビ
ス
の

低
下
を
招
い
て
も
い
る
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
平

成
24
年
度
に
深
谷
市
公
共
施

設
の
在
り
方
に
関
す
る
事
前

協
議
会
、
平
成
25
年
度
に
深

谷
市
公
共
施
設
在
り
方
検
討

市
民
会
議
を
設
置
し
、
本
庁

舎
を
含
む
特
定
建
築
物
の
耐

震
化
対
策
等
の
検
討
を
行
い
、

報
告
、
提
言
が
出
さ
れ
た
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
市
の
方

針
を
決
定
し
た
。
ま
た
、
新

庁
舎
整
備
の
必
要
性
や
基
本

理
念
な
ど
も
示
さ
れ
た
。

  答 申 事 項
国民健康保険事業における国民健康保険税の適正化について
　⑴ 保険税率等の改定は、 以下のとおりとする。
　　　 医療給付費分　　所得割額　　　５．４％
　　　　　　　　　　　 均等割額　９，０００円
　　　 介護納付金分　　均等割額　７，８００円
　⑵ 実施時期は、 平成 27 年４月１日とする。
　⑶ 定期的（３年以内） に保険税率等の見直しを行う。

議会だより視察報告
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元の誌面

パターンＡ

パターンＢ


